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研究要旨 
研究の背景：がん治療の進歩に伴い、有害事象に対応した支持療法の必要性も認知されエビデンス構築
も徐々に進みつつあるが、ガイドライン等の実地臨床への活用はまだ十分ではない。 
 
必要性：臨床研究で得たエビデンスはそれを基にした推奨治療が実地臨床で行われることが最も重要な
エンドポイントである。これを達成するためにはガイドラインでの推奨治療がどの程度実地臨床に浸透
しているか確認してから均てん化の具体策を実行する必要がある。 
 
研究の目的：我々は「実地臨床における支持療法の実装実態及び普及阻害/促進要因に関する研究
（19EA1009）」の中で、抗がん剤による悪心嘔吐（CINV）や発熱性好中球減少（FN）対策といった単職種
で出来る単一介入(Single intervention)の普及状況について CINV については半構造化インタビュー調
査を用い都市部のがん専門病院における実装の仕組みを明らかにし、FN では JASCC/JSMO/日本乳癌学会/
日本血液学会の協力を得て量的調査を行い実態把握した。一方せん妄対策などの複合的介入では普及の
前段階での検証的試験が不足していることが明らかになった。 
それらを踏まえ、今回の研究では支持療法の普及実装のセンサーを単一介入に限定し 
① CINV において一般病院、地方部での半構造化インタビューを実施し都市部がん専門病院での結果と
併せて解析する。 
② FN においては実態調査で明らかになった費用面やガイドラインの解釈の乖離について半構造化イン
タビューを用いて実装普及の阻害/促進要因について明らかにする。 
③ これらの結果を原因別に病院/医療者以外の要因、病院の体制仕組み、個人の知識の3種類に分類し、
それぞれに支持療法普及の推進に資する具体的な対策案について提示する。 
④ CIPN においては CINV FN に次いで全国に対策が普及するためのガイドラインを作成する 
 
 
A. 研究目的 
我々は抗がん剤による悪心嘔吐（CINV）や発熱性
好中球減少（FN）対策といった単職種で出来る単
一介入(Single intervention)の普及状況につい
て明らかにし、これらの結果を原因別に病院/医療
者以外の要因、病院の体制仕組み、個人の知識の 3
種類に分類し、それぞれに支持療法普及の推進に
資する具体的な対策案について提示する。 
 

B. 研究方法 
CINV: 一般病院、地方部での半構造化インタビュ
ー(CFIR)を実施し都市部がん専門病院での結果と
併せて解析する。 
 
FN: 実態調査で明らかになった費用面やガイドラ
インの解釈の乖離について半構造化インタビュー
を用いて実装普及の阻害/促進要因について明ら
かにする。 
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CIPN:MINDｓに基づいたガイドラインの作成を行
う。 
 
（倫理面への配慮） 
本研究に協力した施設については施設名を公開せ
ず、インタビューに応じたメディカルスタッフに
ついても非公開とする。本研究では患者へのアプ
ローチは行わない。 
 
C. 研究結果 
CINV：日本における化学療法誘発性悪心・嘔吐に
対するガイドラインに基づく予防的制吐療法の実
施に影響を与える要因：病院における質的研究の  
方法と分析： 
本研究は、半構造化面接を用いた病院ベースの質
的研究をおこなった。対象者は、病院長、がん化学
療法部・薬剤部・看護部の管理者（代理を含む）
で、合目的的サンプリングにより抽出する。化学
療法レジメンに含まれる制吐剤、制吐剤のルーチ
ン使用、ガイドラインの認知度などについて、事
前アンケートで情報を収集した。 
初期結果として CINV の低リスク群に対するガイ
ドライン治療は支持療法のレシピをレジメン登録
していることが施設での実施に影響し、レジメン
登録を定期的に更新していることが重要であるこ
とがわかった。 
 
FN：2020 年に日本がんサポーティブケア学会およ
び日本臨床腫瘍学会、日本血液学会、日本乳癌学
会の医師会員を対象に SurveyMonkeyTM によるア
ンケート調査を実施した。 
GL の周知・使用ならびに推奨項目の遵守に関する
質問 21 問、回答者の属性に関する質問 7問につい
て回答を求めました。800 件の回答が得られ分析
可能な 788 件を解析した。 
主な回答者は 10 年以上の経験を持つ専門家で、内
科系医師が 54％、外科系医師が 46％であった。GL
の周知・使用率ならびに GL 推奨項目の遵守率を報
告した。回答者の 87％が GL を知っており、使用し
ていた。 
推奨項目を必ず行うという回答を完全遵守、半数
以上の患者に行うという回答を部分遵守とすると、
完全遵守率および完全＋部分遵守率の中央値は、
それぞれ 46.4％（範囲：7.0-92.8）、77.8％（範囲：
35.4-98.7）だった。 
次に回答者の属性毎に利用率と遵守率を求め、こ
れらに影響を与える属性について単変量解析
（Fisher 正確確率検定、Mann-Whitney の U 検定、
Kruskal-Wallis 検定）、多変量解析（二項ロジステ
ィック回帰分析、線形重回帰分析）をおこなった。 
その結果部分遵守を含めると女性、日本臨床腫瘍
学会（JSMO）の学会員がガイドラインをしっかり
参考にしていることがわかり、中でも日本臨床腫
瘍学会認定薬物療法専門医が一般の医師に比べて
ガイドラインの完全遵守の割合が高いこと
(p=0.0325)が示された 
 
CIPN:JASCCと協働でのガイドライン政策を行って
いる。現在 Minds に基づいた SR の際中であり

2023.3 をめどに完成する。 
 

D. 考察 
支持療法に特化した指標でなくても施設での支持
療法の整備状況を知ることができるのではないか
と考える。 
また、がん薬物療法専門医のガイドライン遵守率
が高かったことは専門医の信頼を上げるとともに
患者さんも安心感を得ることができる結果であっ
たと思います。また日本臨床腫瘍学会の教育シス
テムや専門医制度が機能しているという一つの結
果であり社会的影響も大きいと考える。 
 
E. 結論 
「レジメン登録に関する会議を定期的に開催して
いる」といった要件は間接的に支持療法の整備を
後押しするものと考える。 
本チームの今後の方向性としてはガイドラインの
遵守率が低かった項目については一般臨床医にGL
に沿った診療を促すだけでなく、阻害因子を究明
して臨床で実践できることを念頭に置いたガイド
ラインの作成を提言していく予定である。 
将来的にはどこに住んでいてもがん治療（手術、
放射線治療、薬物治療）だけでなく副作用対策を
含めた支持療法も充実した医療を患者さんが受け
られることを目指す。 
 
F. 健康危険情報 
 
なし 
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3. 研究課題の実施を通じた政策提言(寄与

した指針又はガイドライン等) 
佐伯俊明 
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    がん支持医療としての終末期医療とがん
救急の在り方について、拠点病院への搬
送を担当する救急隊員への教育を行う必
要性を提言する。 
 
 

4. 研究課題に関連した実務活動 

佐伯俊明 
埼玉県、日本がんサポーティブケア学会
の後援の下に埼玉医科大学国際医療セン
ターにて実施 
令和３年１１月１３日（土曜日）9：00-1
5：00 
１ 行事の名称：がん救急セミナー  
２ 開催の目的：日本人の2人に1人ががん
になる時代となり、自宅で療養している
方も多く、  
在宅療養中に起こりえる急変時や重症化
時の対応など、がん救急に対する理解  
を深めてもらう。  
３ 後援（共催）を受けたい理由：広く埼
玉県民の方に、がん救急を理解してもら
う。  
４ 開催期日：次回11月頃予定  
５ 開催場所：埼玉医科大学国際医療セン
ター（将来的には、埼玉県内各箇所）  
６ 事業内容：埼玉県民の方に、がん救急
を理解していただく。  
＜セミナー内容候補＞  
・ACP（人生会議）について（デモビデ
オを流しながら解説など）  
・救急隊の活動について（救急車を呼ん
だら原則搬送することを周知してもらう）
  
→今後の救急活動の展望（埼玉西部消防
のDNARを基に）  
・在宅医療関連医師からの講演  
・がん患者と家族の精神面について  
・がん患者の季節による対応（熱中症／
インフルエンザ等）  
※上記候補で現在調整、検討中である。  
７ 参加者等  
（１）参加対象地域：埼玉県西部地域（将
来的には埼玉県全域）  
（２）参加対象者：埼玉県西部在住市民
（将来的には埼玉県民）  
（３）参加予定人員：１００名  
（４）参加料等：無料  
2部  
１ 行事の名称：がん患者病院前対応スキ
ルアップ研修（PSCP）  
（PSCP：Prehospital Support for Can
cer Patients）  
２ 開催の目的：日本人の2人に1人が、が
んになる時代となり自宅で療養している
方が多く、包括  
的な支持医療（ 以下 支持医療 ）の一分
野であるがん救急において、病院前対応  

を適切に行うことにより、患者・家族の
希望に沿えることを目的とする。  
３ 学会の後援（共催）を受けたい理由：
研修対象者が救急隊で、指導者にも救急
隊に協力を頂い  
ている。受講者や指導者が参加しやすい
環境を作るため。  
４ 開催期日：次回11月頃予定（４回/年）
  
５ 開催場所：埼玉医科大学国際医療セン
ター（将来的には、埼玉県内各箇所）  
６ 研修内容：がん患者の病院前で在宅医
療に関わる方の、より適切な対応を習得
する。  
【目標】  
１）がん患者に関する基礎的な知識を習
得する。  
２）がんの治療期について理解する  
３）がん患者の状況について理解する  
４）病院前での、がん患者について理解
する。  
５）病院前での、がん患者の対応につい
て理解し実践できる。 
 

 
H. 知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 

 
1. 特許取得 

なし 
2. 実用新案登録 

なし 
3. その他 

特記すべきことなし 
 


